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「大規模投資的事業の検討を踏まえた今後の対応」について
１ 検討までの経過

R2.8 令和３年度予算編成方針
・ 新型コロナ等の影響により、市税の減収が220億円 見込     収支不足 拡大し、本
市財政はこれまでにない厳しい状況が続くものと想定
・ 第２期実施計画の施策・事業については、環境変化 的確 捉  優先度 勘案   施
策・事業の効果的な推進を図る。
・ 限られた財源・人的資源を最大限活用     行財政改革      ４  基本理念 
基づく取組を積極的に進めるなど、徹底  既存事業 見直  行 よう求める。

２ 大規模投資的事業の検討

第３期実施計画 行財政改革     （R4 R7）では、新型コロナウイルス感染症等の影
響により本市財政がこれまでにない厳しい状況が続くと想定されるほか、社会経済状況 市民
ニーズの変化が想定される中で、R3年度末   各局     事務事業 検討  総務企
画局が取りまとめて策定する予定

事業の中でも、大規模投資的事業  一度推進 決定    長期間    財源 人的資源
の負担が発生
一方で、新型        影響    今後 社会経済動向 見通  立   
第３期計画策定作業前のR2年度中 事業推進 手続 行 大規模投資的事業   
   今後 社会経済動向 踏   慎重 検討 行    時間 確保  必要   

大規模投資的事業     ①令和２年度中 事業 推進 係 手続等 実施       
いる事業」であり、「②予定   手続等 実施   財源 人的資源 面 長期    大  
負担 見込   事業     改  検討    庁内 通知  対象事業 照会

（10/27 川崎市行財政改革推進本部会議）

全庁に調査した結果、次の事業については、以下の視点を踏まえて手続等の実施について
改めて検討（11/17 行財政改革推進本部会議）

● 今後の社会経済動向等を踏まえた慎重な検討と判断が必要な事業
JＲ南武線連続立体交差事業    都市計画 決定
京浜急行大師線連続立体交差事業（Ⅰ期②区間）における工事着手

● 新型コロナウイルス感染症を契機とした「新たな日常」の実現に向けた視点を加えた検討が必要
な事業

等々力緑地再編整備事業    再編整備実施計画 改定手続

社会経済状況    見通  立   中  長期    財源 人的資源 面 負担 大  
     今後 社会経済動向等 踏     現行計画 基  都市計画決定      慎重 
検討 判断 行 必要      

新型コロナウイルス感染症を契機として高まった緑とオープンスペースの重要性等に対応した「新たな
日常」の実現に向けた視点を加えて再編整備実施計画の内容を検討する必要があるため。

R2.6 コロナ後 社会 見据  新  取組 検討 ついて、考え方を庁内で共有
• ①市民生活 経済活動 維持   ②経済危機   回復 目指  ③今後 社会変容 対応    ３ 
の視点から、取組の推進や計画策定を検討することが必要

R2.6 今後 行財政改革      関  考 方 庁内 共有

R2.4-5 神奈川県    国内 新型       感染症緊急事態宣言 発令

H30年度 第２期実施計画 行財政改革プログラム（H30 R3）に基づき、必要な施策・事業
の着実な推進 持続可能 行財政基盤 構築 両立 向  取組 推進
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（１）JＲ南武線連続立体交差事業

３ 対象事業の主な検討内容

（２）京浜急行大師線連続立体交差事業（Ⅰ期②区間）

（３）等々力緑地再編整備事業

事業概要
・JR南武線矢向駅 武蔵小杉駅（約4.5km）で鉄道を高架化し、9箇所 踏切 除却
・総事業費1,479億円 事業期間 約20年（想定）

主な検討内容

新型    感染拡大後 鉄道乗降人員 減少 踏切交通量 変化 発生     踏
切除却 効果    前 同等 捉     対    慎重 検討 必要
市民 行動変容等 新型    影響 踏      適宜 鉄道乗降人員 自動車等 
交通量 調査  事業 効果   確認が必要
財政状況を踏まえ、都市計画決定前に事業費の精査に加え更  事業費 縮減 工期
の短縮について検討することが必要
早期に開   踏切対策が求められている平間駅前踏切  対応について調整が必要

事業概要
 京急大師線東門前駅 鈴木町駅（Ⅰ期②区間 約1.2km）で鉄道を地下化し、6箇所
 踏切 除却 【参考】Ⅰ期①区間 京急大師線小島新田駅 東門前駅（約1.2km）
・総事業費約784億円

主な検討内容

新型    感染拡大後 鉄道乗降人員 減少 発生     踏切除却 効果    
前と同等に捉えることに対しては、慎重な検討が必要
市民 行動変容等     影響 踏      適宜 鉄道乗降人員 自動車等 交通量 
調査  適切 時期 費用対効果 確認が必要
鉄道事業者は、新型コロナによる減収・減益のため、R2年度 Ⅰ期②区間の工事着手は
困難との意向 示     事業費増額 工期延期 見込   Ⅰ期①区間の状況も踏ま
えると、Ⅰ期②区間は鉄道事業者と事業費や工期を精査した上での着手が必要

計画概要

・H23  等々力緑地再編整備実施計画  策定後 等々力緑地 陸上競技場       
   段階的 整備      防災対策 充実 民間提案   実現可能性 検証等 取
り組み、改定に向けた検討を実施
 公共負担額 約716億円（民間事業者 提案 PFI手法で実施した場合の30年間 整備

 維持管理費）

主な検討内容

国土交通省では、「新型コロナを契機としたまちづくりの方向性」として、緑とオープンスペース
 重要性 再認識 地域 多様     応  柔軟 活用等 必要 整理       
附属機関の等々力緑地再編整備計画推進委員会（推進委員会）では、オープンスペー
スの確保、働く場所としての活用等    議論 進             議論 踏   
等々力緑地 必要 機能   規模    整理 進       必要
施設      化 利用料金 見直  民間活用 念頭   民間収益施設 利益還元
 考 方 整理  整備費 維持管理運営費 低減 事業費 平準化等 検討 必要

４ 今後の対応

令和２年度 都市計画決定 見送 、必要 検討 実施  上  令和３年度 第３期実施計
画（素案）等において検討結果を明らかにする。なお、平間駅前踏切等について、早急に実施でき
る暫定対策を検討する。

令和２年度 工事着手 見送  必要 検討 実施  上  令和３年度 第３期実施計画
（素案）等において検討結果を明らかにする。

【理由】

５ 今後の事業の検討について
新型コロナウイルス感染症は、現在、我が国の社会・経済に深刻な影響を及ぼしており、本市においても、税収の大
幅な減少等により、今後もこれまでにない厳しい財政環境が続くものと想定されている。
一方で、オンライン申請やリモートワークをはじめとした非対面・非接触型のサービス提供や勤務形態などが拡大し、今
後、社会変容が進むことも考えられる。
こうした中で、施策・事業については、環境変化 的確 捉  優先度 勘案  効果的 推進を図るとともに、今
後 社会変容 見据  新  取組 推進       必要な経営資源を確保していく必要がある。
今後、今回の３事業をはじめ、すべての事務事業について、新型コロナによる社会経済動向の変化や、「新たな日
常」をはじめとした社会変容の影響なども踏まえながら、第３期実施計画 行財政改革     （R4 R7）の
策定作業の中で方向性等を検討していくものとする。

【理由】 • 現時点では新型コロナによる社会経済状況の変化が本事業に与える影響を明確に判断できる状況にない。
• 事業の効果などについては、今後 推移 慎重 見極  判断     必要
• Ⅰ期①区間の進捗状況等を踏まえて、事業費の縮減や平準化、工期の精査、設計等について詳細検討
を行  本市 行財政運営 見通  踏   計画とするため、一度立 止       精査 必要

再編整備実施計画の改定手続については、 「新たな日常」の実現に向けた視点を加えた公園機
能の充実をより一層図るための検討 進       将来的 市民      柔軟 対応 可
能とする管理 運営 考 方      整理 行  令和３年度第１四半期を目途に『等々力
緑地再編整備実施計画（改定骨子）』         行  

• 現時点では新型コロナによる社会経済状況の変化が本事業に与える影響を明確に判断できる状況にない。
• 事業の効果などについては、今後 推移 慎重 見極  判断     必要
• 更  事業費縮減、工期短縮、設計等について詳細検討を行  本市 行財政運営 見通  踏
まえた計画とするため、一度立 止       精査 必要

（１）JＲ南武線連続立体交差事業

（２）京浜急行大師線連続立体交差事業（Ⅰ期②区間）

（３）等々力緑地再編整備事業

対応

【理由】 • 「新たな日常」の実現に向けた公園機能については、国 方向性 見極    検討 進  必要が
     推進委員会  議論等 通   等々力緑地 必要 機能   規模 整理 必要

• 整備 維持管理運営費 低減 各年度 事業費 平準化等 検討 必要

対応

対応

各事業 係 庁内検討会議  検討結果 踏   令和２年度中 行 事業推進 係 手続 実施 可否  
いては、次の「対応」のとおりとする。

対象事業 主 検討内容      事業 関係局 構成  庁内 検討会議 開催  令和２年度中 
各手続の実施可否について検討を進めてきた。検討会議で検討した主な内容は次のとおりである。

03


